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いのちを育む農業を基本に据え、
　　安全安心な生活環境・地域づくりを限りなく支援します。
　当会の経営理念は、制定以来その本質を継承し、日々の業務の根底として、
経営の大きな指針となるものです。
　この経営理念のもと、農業と自然を基本とした、みどり豊かな信州づくり
と地域社会に根ざした組織としての社会的役割を誠実に果たすため、自信と
責任を持って行動し、地域経済の持続的発展に貢献してまいります。

経営理念

長野県ＪＡバンクの事業運営体制の変革に取り組み、
　　ＪＡと一体となり農業・地域の活性化を支援します。 

中期経営計画（2019年度〜2021年度）

経営方針

　いま金融業界は、ＦｉｎＴｅｃｈ等の情報技術の急速な浸透により大きな変革期を迎え
ています。
　一方で労働環境においても、「働き方改革関連法」の施行により、今後は労働人口の減
少を多様な労働力で補いながらも、一人ひとりの労働生産性の向上が一層追求される社会
となる等、大きな転換点を迎えます。
　「古いものの計画的廃棄こそ、新しいものを強力に進める最大の手段」です。我々は、
これまでの事業に対する「継続的な改善」に取り組みながらも、全役職員が自らを変え、
スピード感をもって「変革」に対応する行動を起こしていかなければなりません。

行動指針

◯ プロ意識に徹する
業務を極め、プロとしての自覚と誇りを持った「専門知識の集団」となろう。

◯ 何に絞ってやるべきかを見極め、何をやらないかを決める
全役職員一人ひとりが勇気を持って前例を切り替える行動を起こそう。

◯ 時間を管理する
自らが「時間」をマネジメントし、一つ一つの行動に対し効率化を追求しよう。

◯ コンプライアンスを徹底する
コンプライアンスの徹底が経営の基盤であることを強く認識し、「行動憲章」に則り
行動しよう。
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重点施策⑴ 農業所得向上および農業者の満足度向上
重点施策⑵ 農業関係資金の対応力強化
重点施策⑶ 地域産業の成長支援と金融仲介機能の発揮

重点施策⑴ 商品・推進戦略
重点施策⑵ ローン体制整備・強化
重点施策⑶ 人材育成

重点施策⑴ 店舗機能の整備
重点施策⑵ 非対面チャネルの強化
重点施策⑶ 新たな推進態勢の構築

重点施策⑴ 金融機関標準の内部管理態勢の強化・構築
重点施策⑵ ＪＡバンク基本方針等の枠組みに沿った健

全性確保
重点施策⑶ 財務基盤の維持・確保

重点施策⑴ ライフプランコンサルティングの実践
重点施策⑵ 窓口担当者・渉外担当者を主たる担い手と

するライフイベントセールスの実践
重点施策⑶ 年金を中心とする低コスト安定調達財源の

維持・確保

基本方針７
安定還元の継続に向
けた資金の効率運用
と健全経営の確保

重点施策⑴ 貸出資産の質の向上と利回りの確保
重点施策⑵ 余裕金運用利回りの確保
重点施策⑶ 自己資本の増強
重点施策⑷ 統合的リスク管理の実践
重点施策⑸ 経営方針実現に向けた体制整備および業務

効率化の実践
重点施策⑹ 活力ある人材の育成と活かす制度の整備

重点施策⑴ 県域への事務・管理の集中化によるコスト
削減と業務効率化

重点施策⑵ 業務・事務の効率化
重点施策⑶ ＪＡＳＴＥＭ県センターシステムの更改
重点施策⑷ 人材育成

事業方針

※「基本方針１ 重点施策(3)」、「基本方針７」以外は、「長野県ＪＡバンク中期戦略（2019年度～ 2021年度）」との共通項目

基本方針１
農業・地域の成長支援

基本方針２
貸出の強化

基本方針３
ライフプランサポー
トの実践

基本方針４
組合員・利用者接点
の再構築

基本方針５
ＪＡ・県域一体の変
革実践

基本方針６
ＪＡバンクシステム
の健全性確保


